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1.金融機関の分布

我が国の金融機関には、全国銀行、中小企業金融機関、農林水産金融機

関、証券金融機関、保険会社、政府金融機関、郵便局、外国銀行在日支店

などがある。

全国銀行には、短期の預金をもとに短期資金運用を行う普通銀行(1988

年3月現在77行)、信託において受託者の機能をもつ信託銀行(7行)、債

券を発行し長期金融を行う長期信用銀行(3行)がある。普通銀行はさら

に、大都市などに本拠を置き全国的店舗網をもつ都市銀行(13行)と、営

業地盤が地方的な範囲である地方銀行(64行)とに分けられる。中小企業

金融機関には相互銀行(68行)、信用金庫(455金庫)、信用組合(439組

合)、労働金庫(47金庫)、商工組合中央金庫(1金庫)などがある。相互

銀行は、1989年から普通銀行に転換が認められることになった。農林水産

金融機関には、農林中央金庫、農業協同組合、漁業協同組合などがある。

政府金融機関には、通貨の発行と金融政策の具体的な実行機関としての役

割をもつ日本銀行、経済の再建と産業の開発を促進するため一般の金融機

関が行う金融を補完する目的をもつ日本開発銀行、一般の金融機関の行う

貿易金融を援助し補完する日本輸出入銀行の、政府出資銀行のほか、国民

金融公庫、中小企業金融公庫、住宅金融公庫などがある。

金融の国際化の進展に伴い、日本に支店または事務所を置く外国銀行は、

31ヶ国の143行、95支店、73事務所である。これらは東京の72支店、71

事務所をはじめ、大阪に15支店、1事務所、その他神戸、名古屋、横浜、

福岡の各市に進出している。

また、金融に対するニーズの多様化、高度化および金融の自由化、国際

化の進展に対応するため金融機関の機械化が図られ、業態や地域を超えた

オンライン提携が進められている。地方を営業基盤とする地方銀行の多く

は、東京に支店、事務所を開設し、金融活動の東京への集中化が強まって

いる。日本の金融機関の在外支店は、アメリカの15都市を始め、44ヶ国

の76都市に及んでいる。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、1988年9月1日現在の金融機関のうち、全国銀行、相互銀行、

信用金庫、信用組合、労働金庫、商工組合中央金庫の各本店の分布を表示

した。

〔主な資料〕

1.全国銀行協会連合会資料

2.全国相互銀行協会資料

3.全国信用金庫協会資料

4.全国信用組合中央協会・全国信用共同組合連合会資料

5.全国労働金庫協会資料

6.商工組合中央金庫資料

2.預貯金残高および貸出残高

1987年3月31日現在の預貯金残高と貸出残高は、全国銀行が預金262.5

兆円(貸出274.3兆円)、相互銀行が41.5兆円(31.9兆円)、信用金庫が54

兆円(38.4兆円)、信用組合が13.7兆円(10.2兆円)である。農林水産金

融のうち、信用農業協同組合連合会(信農連)、農業協同組合(農協)、信

用漁業協同組合連合会(信漁連)、漁業協同組合(漁協)が合わせて75.8兆

円(18.8兆円)であり、郵便貯金が110.4兆円(0.6兆円)、商工組合中央

金庫が2.2兆円(8.8兆円)、労働金庫が5.1兆円(2.6兆円)である。これ

らの預貯金、貸出金の我が国の金融の資金運用において占める割合は、ほ

ぼ6割である。

個人貯蓄をみると、総貯蓄高527.4兆円のうち、預貯金が340.2兆円で

64.5％を占めている。そのうち、銀行預金が109.7兆円、郵便貯金が110.4

兆円である。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、金融機関のうち、銀行、相互銀行、信用金庫および信用組合、

農林水産金融、郵便貯金、商工中金および労働金庫について、1987年3月31

日現在における預貯金残高および貸出残高を、これらの店舗の所在都道府

県別に表示した。銀行は全国銀行の銀行勘定である。相互銀行の預金には

掛け金を含み、貸出には金融機関貸付を除き、給付金を含む。信用組合は業

務停止組合を除く。信用金庫の貸出は金融機関貸付を除く。農林水産金融

は、信用農業協同組合連合会(信農連)、農業協同組合(農協)、信用漁業

協同組合連合会(信漁連)、漁業協同組合(漁協)の合計である。

〔主な資料〕

1.日本銀行， 昭和62年度版都道府県別経済統計

2.日本銀行， 昭和62年経済統計年報

3.大蔵省， 昭和62年版銀行局金融年報

2.生命保険

生命保険には、各生命保険会社による個人保険、個人年金保険、団体保

険、団体年金保険、財形保険、財形年金保険、郵政省による簡易保険など

がある。各保険とも、消費者のニーズの多様化に伴い、各種の新型保険の

開発が盛んである。

1988年3月現在、我が国には内国生命保険会社28社(外資系4杜を含

む)と、日本人向け営業を行っている外国生命保険会社5杜(支店形式)

がある。

1987年3月現在の保有契約状況をみると、簡易保険は5763万件、93兆

8493億円で、1986年4月から1987年3月までの1年間の新契約は650万

件、13兆7024億円である。生命保険会社によるものは、個人保険が9252

万件、662兆6222億円で、新契約は94兆983億円である。団体保険は2

億7673万件、293兆1428億円で、その新契約は10兆7875億円である。ま

た、外国生命保険会社(支店形式)分の保有契約高は23兆7066億円である。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、簡易保険及び内国生命保険会社(外資系を含む)による生命

保険のうち個人保険、団体保険について、1987年3月未現在の保有契約高

を表示した。

〔主な資料)

1.生命保険協会， 昭和61年度生命保険事業概要

2.郵政省， 昭和61年郵政統計年報

3.大蔵省， 昭和62年版銀行局金融年報

2.損害保険

損害保険には火災保険、海上・運送保険、傷害保険、自動車保険、自動

車損害賠償責任保険などがある。各保険とも、社会経済情勢の変化に対応

し、契約者のニーズに合致した、各種の新型保険の開発が盛んであり、傷

害及び火災を中心に、積立型長期保険が増加している。

1988年3月現在、我が国には内国損害保険会社23社および外国損害保

険会社37杜 (再保険事業のみを含む)がある。

1986年4月から1987年3月まで1年間の、内国損害保険会社の元受正

味保険料をみると、火災保険の元受正味保険料は1兆3202億円で、その

うち6724億円が積立型である。また、月掛保険、積立保険を除く新契約件

数は1061万件で、その新契約保険金額は303兆8353億円である。自動車

保険の元受正味保険料は1兆6890億円、新契約台数は3442万台(外国損

害保険会社を含む)であり、自動車損害賠償責任保険は元受正味保険料1

兆302億円、新契約件数が2645万件(外国損害保険会社を含む)である。

外国損害保険会社の元受正味保険料はそれぞれ火災保険186.5億円、自動

車保険525.6億円、自動車損害賠償責任保険92.4億円である。

1986年の損害保険の普及状況をみると、火災保険への加入世帯の割合は

ほぼ1/2で、さらにその1/2が建物と家財の両方に加入している。自動車

保険の普及率は対人賠償保険62.2％、対物賠償保険60.4％、車両保険17.6

％、バイク(原動機付自転車)78.8％である。

また、1986年の1世帯1ヵ月あたりの損害保険料支出は4512円であり、

可処分所得の1.2％を占めている。

〔凡例と作図の要点〕

この図は、損害保険のうち火災保険、自動車保険、自動車損害賠償責任

保険について、損害保険会社の1986年4月から1987年3月までの1年間

の保険契約状況を、元受正味保険料の額で表示したもので、火災共済協同

組合等によるものは含まない。

火災保険については、損害保険料率算定会により料率の算定されたもの

で、普通火災保険のほか総合保険契約、団地保険契約、森林火災保険契約

並びに付帯特約を含み、各種月掛保険、各種積立保険契約は含まない。

外国損害保険会社の契約分は、自動車保険、自動車損害賠償責任保険に

は含み、火災保険には含まない。

元受正味保険料とは、元受収入保険料から諸返戻金を控除した数である。

〔主な資料〕

1.損害保険料率算定会， 昭和61年火災保険統計

2.自動車保険料率算定会， 昭和61年度自動車保険統計

3.自動車保険料率算定会， 昭和61年度自動車扱害賠償責任保険統計

4.日本損害保険協会資料

主要一般金融機関店舗数(1987)

金融機関

店 舗 数
本 店

(店)

支 店

(店)

出 張 所

(店)

都 市 銀 行 13 2,880 350

地 方 銀 行 64 6,285 594

信 託 銀 行 7 360 4

長 期 信 用 銀 行 3 62

相 互 銀 行 68 4,125 208

信 用 金 庫 455 6,884 190

信 用 組 合 443 2,383 70

労 働 金 庫 47 554 34

商工組合中央金庫 l 87 8

出張所：現金自動支払機の店舗外設置分を含まない。労働金庫、

商工中金については、本・支店以外の店舗である。

(経済統計年報から作成)

金融機関の資力等
(預金、債券)

(貸出金)

l. 銀行勘定 2. 信託勘定 3. 相互銀行 4. 信用金庫 5. 商工中金 6. 農林中金

7. 農協 8. 生命保険 9. 損害保険 10.政府金融機関 1l.資金運用部

l2.簡易保険郵便年金 13.その他

(経済統計年報から作成)
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全国銀行の預金(1986)

銀行別

(経済統計年報から作成)

個人貯蓄(1986)

(経済統計年報から作成)

損害保険元請正味保険料

(日本の損害保険から作成)

損害保険の保険料(1987)

元受正味保険料

正味収入保険料

(日本の損害保険から作成)

自動車保険普及率の推移(原付を除く)

(日本の損害保険から作成)

生命保険の契約現在高の推移

(経済統計年報から作成)

-
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金融機関の分布

金 融 機 関 の 分 布

全 国 銀 行

相 互 銀 行

信 用 金 庫

信 用 組 合

労 働 金 庫

商 工 中 金



39.2 (1987）
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預貯金残高および貸出残高. 生命保険． 損害保険

都道府県名

預貯金残高

(単位1,000億円)

(単位1,000億円)

(単位10億円)

預貯金残高および貸出残高

預貯金残高 種 別

銀 行

相互銀行

信用金庫および信用組合

農林水産金融

郵便貯金

商工中金および労働金庫

貸出残高
貸出残高

香川

生 命 保 険

保険金額

種 別

個 人 保 険

団 体 保 険

簡 易 保 険

損 害 保 険

保 険 料

種 別

火 災 保 険

自動車保険

自動車賠償責任保険
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